
広報ようろう 2021.9.113

問大垣年金事務所 �78―5166

国民年金保険料（以降、年金保険料）の全額・一部免除、若年者納付猶予、学生納付特例の承認を受けた期間がある場

合、年金保険料を全額納めた場合と比べて、老齢基礎年金（65歳から受け取れる年金）の受け取り額が少なくなります。

免除などの承認を受けた期間の年金保険料は、10年以内であれば遡って古い月分から追納することにより、将来受

け取る老齢基礎年金を増やすことができます。

ただし、免除などの承認を受けた期間の翌年度から起算して３年度目以降の追納の場合、当時の保険料額に一定の加

算額が上乗せされます。

※一部免除を受けた期間に、残りの納付すべき保険料を納付していない場合は、追納できません。

（例えば、3/4免除の期間を追納する場合は、残りの1/4の保険料を納めている必要があります）

※追納のお申し込み・ご相談は大垣年金事務所にお願いします。

国民年金保険料の免除期間・納付猶予期間がある人へ（追納制度について）

問大垣公証役場 �78―6174

毎年、10月１日から７日までは、日本公証人連合会が設定し、法務省が後援する公証週間とされています。

この機会に、法律上のトラブルを未然に防止し、権利を擁護保全するため、遺言や大切な契約を公正証書（法務大臣

から任命された法律専門家である公証人が法律に基づいて作成する公文書）で作成することをお考えになってはいかが

でしょうか。

つきましては、公証週間中大垣公証役場において、下記のとおり無料公証相談窓口を設けますので、お気軽にご利用

ください。

公証相談窓口 日 時 10月１日（金）～10月７日（木）※２日（土）３日（日）を除く

場 所 大垣公証役場（大垣市丸の内１丁目35番地）

時 間 ９時30分～12時および13時～18時

相談範囲の例 遺言・任意後見契約・離婚・金銭貸借・土地建物貸借そのほか公正証書作成の

手続きや内容に関する相談。

・電話、来庁いずれでも結構です。

・秘密は厳守します。

・相談にお越しの際は、事前にご予約をお願いします。

公証週間について


